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１）たとえば、『日本経済新聞』2005年 3月 26日付朝刊１面のコラム「会社とは何か」を参照のこと。 
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 株式会社の事業（trade of a joint stock company）は、つねに取締役会（a court of directors）
によって運営されている。もっとも、取締役会は、多くの点で株主総会（a general court of 



























令により強制することが、信託の基本的な特徴である」［星野 2004, 52-53ページ］。 
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proprietors）から統制（controul）されることがしばしばある。けれども、株主の大部分は、
























厳罰をもって禁止されていたし、実際にもほとんど認可されることはなかった」［藤瀬 1980, 14 
                                                          
３）その若干の例は以下のようである。「資本と経営の分離については、アダム・スミスが 1776 年に発刊
した『国富論』において･･････今日のコーポレートガバナンスの中心的課題である株主と経営者の利















































［Kindleberger 2000, 吉野／八木訳］の 57ページ、117-121ページ、182-184ページなどを参照のこと。 
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とした先駆者もまた、アダム・スミスである。［Smith, A., 水田訳 2003］を参照のこと。 
６）取締役の忠実義務を構成する要素の重要な部分である「取締役と会社の取引（自己取引ないし利益相
反取引）の禁止」を確立した判例として、［植田 1997, 53-55ページ］では、イギリスの Aberdeen Ry. v. 
Blaikie Bros.事件(1854)が取り上げられ、［並木 1970, 185-186ページ］は『アメリカ会社法』の中で、
Twin-Lick Oil Co. v. Merlung, 91 U.S. 588(1875)を引いている。後者に関しては、若干のずれはあるが、
いずれにしても、設立準則主義の確立とほぼ軌を一にしていることがわかる。ただし、取締役の忠実
義務を構成するその他の重要な要素である「取締役による第三者取引の禁止」と「競業禁止」につい
ては、［植田 1997］では、前者を確立した判例として、Regal(Hastings)Ltd. v. Gulliver事件(1942)がリー









れる部分が非常に多いこと、というのが代表的である［星野 2004, 195-196ページ］。 
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島 2002, 261-262ページ］など）と、二者は別のものであるという見方（［石山 2003, 253-254ページ］、
［神田 2004, 125ページ］など）とがある。 
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様にセルフコントロールが機能するという、いわば私的所有の論理の貫徹が擬制されること」

























ない所有となる」［Hilferding, R., 岡崎訳 1982, 260-261ページ］をあげておく。 
12）このパラグラフ全体については［新山 1993, 42ページならびに 77ページ］を参照。 
13）ドイツにおける株式会社（Aktiengesellshaft）は、周知のように日本のそれに比べて非常に少ない。2000
年 6月時点で 8809社で、このうち上場会社数は 1999年末時点で 933社という数字がある［正井 2003, 
145-146ページ］。これに対して、総務省統計局によって 2001年に実施された「事業所・企業統計調査」
によると日本の株式会社総数は 74万 4506社であり、上場会社数は、東京証券取引所では、１部・２




1999 年末時点で 7682 社という数字があり、ドイツの株式市場において国際化が顕著であることを示
しているとされる［村上／マルチュケ 2002, 145ページ］。 
 このように、ドイツにおける株式会社および株式市場の在り方と日本におけるそれは、かなり性質
を異にするようであるが、「全企業資産・全企業売上の半ば以上が株式会社のものであって、国民経済
に占める重みはきわめて大きい」［村上／マルチュケ 2002, 145-146ページ］。 
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ケ 2002, 183-189ページ］および［正井 2003, 7-8ページ］。①炭礦・鉄鉱・製鉄業の「株式会社・有限
















































くる」［村上 1985, 350ページ］。 
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かの現象があるのであって、コーポレート・ガバナンスという言葉を用いて語らなければなら
ない事情があるのだとすれば、その辺ではないだろうか。 
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